
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく 

市町村基本計画【素案】について 
 
１ 改訂の趣旨 

  「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」(以下、「ＤＶ防止法」という。)に基づく市町村

基本計画（以下、「ＤＶ防止計画」という。）は、第３次横浜市男女共同参画行動計画の中に位置づけられています。

現行計画が平成 28年３月 31日をもって期間満了となることに伴い、改訂するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

  平成 28 年度から平成 32年度までの５か年とします。 

 

３ 第４次横浜市男女共同参画行動計画におけるＤＶ防止計画の位置づけ 

  ４つの取組分野 

 

 

４つの重点施策 

 

 

 

４ これまでの取組 

  平成 23 年１月にＤＶ防止計画を策定し、この計画に基づき、平成 23 年９月に横浜市ＤＶ相談支援センターを設

置しました。こども青少年局、区福祉保健センター、男女共同参画センターの３つの組織が一体となってＤＶ相談

支援センターを運営するとともに、関係機関と連携し、ＤＶ被害者の相談や保護、自立の支援などに取り組んでき

ました。相談内容が複雑・多様化する中で、相談者の立場に立った支援を行うとともに、男性からの相談にも対応

しています。 

 

 

 

５ 取組の方向性 

ＤＶ相談支援センターについては、こども青少年局、区福祉保健センター、男女共同参画センターの３つの組織

の協働により、引き続き円滑に運営し、相談の充実を図ります。また、関係機関や民間団体との連携を強化し、相

談、保護、自立に至るまでの切れ目のない支援を行います。 

深刻な被害の防止と暴力の根絶のためには、若い世代への啓発、相談窓口の周知、男性相談者への支援など、取

組の一層の充実が求められます。また、相談者の安全を確保するため、情報管理の徹底が必要となっています。 

以上を踏まえ、ＤＶ施策に関する基本方針を以下のとおり定め、横浜市は、市民に最も身近な行政機関として、

被害者の立場に立ち、自立に向けた切れ目のない支援を行います。 

 

基本方針１ 相談支援体制の充実 

  横浜市ＤＶ相談支援センターの安定的な運営を行うとともに、関係機関と連携し、安心して相談できる体制を充

実します。また、職員等への研修等を充実し、支援者の育成と資質向上を図ります。 

＜主な事業＞ 

①ＤＶ相談支援センター機能の発揮と、関係機関との連携を強化した相談体制の充実 

②ＤＶ相談支援センターの相談・支援スキルのレベルアップ及び専門性の向上 ほか 

基本方針２ ＤＶ被害者の安全・安心の確保と自立支援策の充実 

ＤＶ被害者の自立への支援にあたっては、精神的、経済的な問題を始め、住まいの確保、就業、子どもへのケア

等、様々な課題を解決する必要があります。関係機関や民間団体と連携し、被害者の自立に向けた切れ目のない支

援を行います。 

＜主な事業＞ 

①関係機関、民間団体との連携による一時保護の実施 

②就業支援、住宅の確保、子どもへのケア等、自立した生活に向けた支援 ほか 

基本方針３ 暴力の未然防止・根絶に向けた正しい理解の普及等の取組の推進 

暴力の根絶に向けて、ＤＶの正しい理解の促進に取り組みます。また、若い世代への啓発が重要であるため、中

学・高校・大学を対象に、暴力防止の理解を深めるための講座等を実施します。 
＜主な事業＞ 

①相談窓口の周知及びＤＶの正しい理解の促進 

②若い世代に向けた暴力防止の啓発強化 ほか 
 

６ 成果指標 

  ＤＶ防止計画における成果指標を以下のとおり定めました。 

 

 

 

 

 

７ 今後のスケジュール 

  平成27年10月19日（月）～11月20日（金） パブリックコメントの実施 

  平成28年１月 計画原案の確定 

平成28年２月 平成28年第１回市会常任委員会（ご報告） 

  平成28年３月 計画の確定・公表 
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男女共同参画社会基本法 
「市町村男女共同参画計画」 

女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律 
「市町村推進計画」 

横浜市男女共同参画推進条例 「行動計画」 

第４次 横浜市男女共同参画行動計画 

Ⅰ あらゆる分野にお
ける女性の活躍 

Ⅱ 安全・安心な
暮らしの実現 

Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた理
解の促進・社会づくり 

Ⅳ 推進体制の整備・
強化

Ⅰ 働きたい・働き続けた
い女性への就業等支援 

Ⅱ 困難な立場にあ
る男女への支援 

Ⅲ 男性中心型労働慣行の見直し等による
男性・シニア等の育児・家事・介護参画 

Ⅳ 社会基盤全体及
び庁内の体制強化 

ＤＶ防止法 
「市町村基本計画（ＤＶ防止計画）」 

ＤＶ防止計画における成果指標 現状値 目標値 

夫婦間における次のような行為を暴力と認識する人の割合 

①【精神的暴力】交友関係や電話を細かく監視する 

②【経済的暴力】必要な生活費を渡さない 

③【性的暴力】避妊に協力しない 

①32.2%(26 年度）
②53.7%(26 年度）
③52.6%(26 年度）

①、②、③100%










































































































